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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　鋼板の一方の幅端部から他方の幅端部まで、直線状または曲線状に、圧延方向に周期的
に、磁区を圧延方向に分断するように電子ビームの照射によって形成された還流磁区領域
Ｘを有する方向性電磁鋼板において、板厚をｔ(mm)とし、該領域Ｘの幅を、鋼板の表面お
よび裏面からビッター法で測定し、そのうちより小さい方の値をｗ（μm）とし、また１
結晶粒内に平均的に存在する該領域Ｘの数をｓ（個）としたとき、これらｗ、ｓおよびt
が次式（１）
　　　　－(500t-80)×ｓ＋230≦ｗ≦－(500t-80)×ｓ＋330    ・・・（１）
の関係を満足することを特徴とする方向性電磁鋼板。
【請求項２】
　請求項１に記載の方向性電磁鋼板の製造方法であって、鋼板表面に電子ビームを照射す
るに際し、鋼板の平均結晶粒径に応じて、圧延方向の周期的な照射間隔Ｌ、照射エネルギ
Ｅおよびビーム径ａの少なくともいずれかを調整して、鋼板の一方の幅端部から他方の幅
端部まで、直線状または曲線状に、圧延方向に周期的に、磁区を圧延方向に分断する還流
磁区領域Ｘを形成することを特徴とする方向性電磁鋼板の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、変圧器の鉄心などの用途に供して好適なヒステリシス損および保磁力が低い
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方向性電磁鋼板およびその製造方法に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　近年、エネルギの効率的使用を背景として、変圧器メーカなどにおいて、磁束密度が高
く、鉄損が低く、さらには騒音が小さい電磁鋼板が求められている。
【０００３】
　磁束密度は、鋼板の結晶方位をゴス方位へ集積させることによって向上が可能であり、
例えば特許文献１には、1.97Ｔを超える磁束密度Ｂ8を有する方向性電磁鋼板の製造方法
が示されている。
【０００４】
　一方、鉄損は、素材の高純度化、高配向性、板厚低減、Si，Al添加および磁区細分化に
よって改善が可能である（例えば非特許文献１）。この他、特許文献２には、焼鈍分離剤
を調整することによって、保磁力を低下し、鉄損に有利な方向性電磁鋼板を製造する方法
が示されている。
【０００５】
　また、騒音は、還流磁区と呼ばれる外部磁界方向に対して直角を向いている磁気モーメ
ントを有する領域を縮小させることによって、低減することが可能である。還流磁区を低
減する方法としては、特許文献３に記載されているような方法があり、中でも「結晶粒の
＜１００＞方向を圧延方向に揃える」ことは、磁束密度Ｂ8の向上およびヒステリシス損
の低減にも有効であると考えられ、これまで数多くの報告がなされている。
【０００６】
　しかしながら、一方で、結晶粒の＜１００＞方向を圧延方向に揃えると、静磁エネルギ
が下がるため、磁区幅が広がって、渦電流損が高くなることが知られている。
【０００７】
　そこで、渦電流損を低減する方法として、被膜張力の向上や熱歪みの導入による磁区細
分化技術が利用されている。
　特許文献４に示されるような被膜張力を向上させる方法は、還流磁区を消失させる効果
もあるため、騒音低減にも有利ではあるものの、付与する張力には限界がある。
【０００８】
　一方、熱歪みの導入による磁区細分化は、レーザや電子ビーム照射などによって行われ
ており、絶大な渦電流損の改善効果がある。
　例えば、特許文献５には、電子ビーム照射によってＷ17/50が0.8 W/kgを下回る鉄損を
有する電磁鋼板の製造方法が示されており 、電子ビーム照射は極めて有用な低鉄損化手
法であることが分かる。
　また、特許文献６には、レーザ照射によって、鉄損を低減する方法が示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００９】
【特許文献１】特許第４１２３６７９号公報
【特許文献２】特許第３３８６７２７号公報
【特許文献３】特許第４５８５１０１号公報
【特許文献４】特公平２－８０２７号公報
【特許文献５】特公平７－６５１０６号公報
【特許文献６】特公平３－１３２９３号公報
【特許文献７】特許第４０９１７４９号公報
【特許文献８】特許第４３４４２６４号公報
【非特許文献】
【００１０】
【非特許文献１】「軟磁性材料の最近の進歩」、第１５５・１５６回西山記念技術講座、
社団法人日本鉄鋼協会、平成７年２月10日発行
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【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１１】
　ところが、レーザや電子ビームなどを照射すると、磁区が細分化され渦電流損が下がる
一方で、ヒステリシス損が増大する。
　例えば、特許文献７にも示されているように、「鋼板にレーザを照射すると皮膜の蒸発
反力、または急加熱・急冷により表層に応力歪みが発生する。この歪みを源にしてその幅
とほぼ同程度の幅を持つ還流磁区が発生し、ここでの静磁エネルギを最小化にするように
180°磁区が細分化される。その結果、180°磁区幅に比例した渦電流損が減少し鉄損が低
下する。一方で、歪みが導入されるとヒステリシス損は増大する。すなわちレーザによる
鉄損低減とは図11に模式図に示すように歪み量の増大に伴う渦電流損の減少とヒステリシ
ス損の増加の中で、それらの和である鉄損を最小化させる最適応力歪みを付与することに
ある。従って、渦電流損を十分を低下させ、かつヒステリシス損の増大を極力抑制するこ
とが理想的であり、そのような方向性電磁鋼板を実現することが望まれていた。」のであ
る。
【００１２】
　また、特許文献８には、レーザ照射などによって鋼板に生じる硬化領域が、磁壁移動を
妨害し、ヒステリシス損を高くすると報告されている。
　さらに、このような還流磁区は、磁歪を増大させると考えられており、したがって、変
圧器の鉄心として使用した場合、励磁時に騒音が大きくなってしまう。
【００１３】
　このような問題に対して、特許文献８には、レーザ出力やスポット径比を調整すること
によって、レーザ走査方向と直角方向の、レーザ照射によって硬化する領域を0.6mm以下
に縮小させ、照射によるヒステリシス損の増大を抑制することで、鉄損をより低減する技
術が示されている。しかしながら、それでも、レーザや電子ビームを照射することによっ
て鉄損の最小化を図ると、少なからずヒステリシス損および騒音が、照射前よりも増大し
てしまうという問題があった。
【００１４】
　本発明は、上記の現状に鑑み開発されたもので、従来懸念された、レーザ照射や電子ビ
ーム照射に伴うヒステリシス損の増大を効果的に抑制して、ヒステリシス損および保磁力
を低減した方向性電磁鋼板を、その有利な製造方法と共に提案することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１５】
　さて、発明者らは、上記の課題を解決すべく鋭意実験と検討を重ねた結果、レーザや電
子ビームなどによる磁区細分化処理に工夫を加えることによって、渦電流損を低減させつ
つ、ヒステリシス損も低減させ得ることを見出した。
【００１６】
　上記の磁区細分化処理は、鋼板に還流磁区を生成させる一方、照射前にあったランセッ
ト磁区と呼ばれる還流磁区を消失させる役割も有する。ランセット磁区とは、結晶方位（
β角）が、理想的な＜１００＞方向から数°ずれている場合に生じる静磁エネルギを低減
するために生成する、板厚方向に磁気モーメントを有する領域である。
　かような現象が生じる詳細なメカニズムは定かではないが、磁区細分化により新しく生
成した還流磁区が、ランセット磁区に代わって静磁エネルギを安定化したためか、または
磁区細分化時に鋼板に形成された内部応力が、ランセット磁区を不安定にするため、ラン
セット磁区が消失するものと考えられる。
【００１７】
　発明者らは、レーザや電子ビームの照射によって生成する還流磁区に対して、消失する
還流磁区（ランセット磁区）の割合を高くすることにより、ヒステリシス損および保磁力
を照射前の値よりもさらに低減できることの新規知見に基づいて、本発明を完成させたも
のである。
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【００１８】
　すなわち、本発明の要旨構成は次のとおりである。
１．鋼板の一方の幅端部から他方の幅端部まで、直線状または曲線状に、圧延方向に周期
的に、磁区を圧延方向に分断するように電子ビームの照射によって形成された還流磁区領
域Ｘを有する方向性電磁鋼板において、板厚をｔ(mm)とし、該領域Ｘの幅を、鋼板の表面
および裏面からビッター法で測定し、そのうちより小さい方の値をｗ（μm）とし、また
１結晶粒内に平均的に存在する該領域Ｘの数をｓ（個）としたとき、これらｗ、ｓおよび
tが次式（１）
　　　　－(500t-80)×ｓ＋230≦ｗ≦－(500t-80)×ｓ＋330    ・・・（１）
の関係を満足することを特徴とする方向性電磁鋼板。
【００１９】
２．前記１に記載の方向性電磁鋼板の製造方法であって、鋼板表面に電子ビームを照射す
るに際し、鋼板の平均結晶粒径に応じて、圧延方向の周期的な照射間隔Ｌ、照射エネルギ
Ｅおよびビーム径ａの少なくともいずれかを調整して、鋼板の一方の幅端部から他方の幅
端部まで、直線状または曲線状に、圧延方向に周期的に、磁区を圧延方向に分断する還流
磁区領域Ｘを形成することを特徴とする方向性電磁鋼板の製造方法。
【発明の効果】
【００２０】
　本発明によれば、磁区細分化に際し、還流磁区を適切に導入することにより、渦電流損
の改善に加え、従来難しいとされたヒステリシス損の改善も同時に達成することができる
。
　また、本発明の方向性電磁鋼板は、ヒステリシス損が低いだけでなく、1.7Ｔ励磁にお
ける保磁力も低いため、変圧器のエネルギ使用効率が向上する利点がある。さらに、騒音
の要因とされる還流磁区量が極めて少ないため、騒音の抑制も併せて達成できるので、産
業上極めて有用である。
【図面の簡単な説明】
【００２１】
【図１】還流磁区領域Ｘの形成要領を示す図である。
【図２】還流磁区領域Ｘの幅ｗと１結晶粒内に平均的に存在する領域Ｘの本数ｓが磁区細
分化およびヒステリシス損に及ぼす影響を示すグラフである。
【発明を実施するための形態】
【００２２】
　以下、本発明について具体的に説明する。
　本発明は、方向性電磁鋼板に対して適用されるものである。方向性電磁鋼板としては、
絶縁被膜などがコーティングされていても良いし、コーティングが部分的に剥離していて
も、また全体に無くても問題はない。
【００２３】
　また、本発明の電磁鋼板は、鋼板の幅端部からもう一方の幅端部まで、直線状または曲
線状に、圧延方向に周期的に、磁区を圧延方向に分断するように形成された還流磁区領域
Ｘを有する。ここで、幅方向には、必ずしも連続した１本の線で照射されている必要はな
く、数100mm毎に不連続であっても良い。すなわち、例えば図１に示すように、途中で段
差がついていても良い。ただし、結晶粒界は、上記の、磁区を圧延方向に分断するように
形成された還流磁区領域に含めない。
【００２４】
　上記した還流磁区領域Ｘの導入前後の鉄損変化量を考察すると、一般に、磁区細分化に
対応する渦電流損の低減および還流磁区増大によるヒステリシス損の増加は、領域Ｘの幅
ｗが大きくなるほど、また１結晶粒内に平均的に存在する領域Ｘの本数ｓが大きいほど顕
著になると考えられる。
　しかしながら、発明者らは、上記したｓおよびｗ、さらに板厚tが、ある一定の関係を
満足すると、ヒステリシス損が改善されることを見出した。
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【００２５】
　ここで、１結晶粒内に平均的に存在する領域Ｘの本数ｓは、磁気測定を行う試料内に存
在する結晶粒ｉ（ｉ＝１～Ｎ、Ｎ：全結晶粒数）に対して、その面積率Ｓiとその結晶粒
内に存在する領域Ｘの数ｎiを測定し、Σ（ｉ＝１，Ｎ）Ｓi×ｎiで定義した。被膜が付
いたままでは、結晶粒の測定がしにくい場合には、結晶粒が目視で認識できるまで、塩酸
や硝酸などを用いて被膜を剥離してもよいが、過度にすると地鉄が溶出してしまい、領域
Ｘの幅が被膜ありの状態から変わるため、領域Ｘの幅は予め被膜付きの状態で測定する方
が好ましい。また、領域Ｘの幅は、鋼板の表面から観察する場合と裏面からの場合で異な
るため、より小さい方の値で定義し、ｗとした。ただし、領域Ｘが片面でしか観察されな
い場合には、その片面における幅をｗとした。ｗが幅方向で大きく変動する場合には、幅
方向の平均値を採ることとする。
【００２６】
　なお、還流磁区領域Ｘの幅の測定に際しては、ビッター法を用いる。
　ここに、ビッター法とは、磁化の変化が大きい部分にひきつけられやすい磁性コロイド
によって、磁壁などを観察する手法である。
【００２７】
　発明者らは、上記したｗとｓを適正化することによって、磁区が細分化されて渦電流損
が低減し、しかも照射前よりもヒステリシス損が改善される条件を実験的に求めた。
　図２に、電子ビーム照射によるｗとｓが磁区細分化およびヒステリシス損に及ぼす影響
について調べた結果を示す。
　同図に示したとおり、磁区が細分化され、ヒステリシス損が照射前に比較して低くなる
条件は、次式（１）
　　　－(500t-80)×ｓ＋230≦ｗ≦－(500t-80)×ｓ＋330　　・・・ （１）
で規定できることが明らかとなった。
　なお、ｗ＜－(500t-80)×ｓ＋230の場合は、照射によって元々鋼板に存在していた還流
磁区が低減せず、ヒステリシス損の改善効果が不十分であり、一方－(500t-80)×ｓ＋330
＜ｗの場合は、照射によって増加する還流磁区が多すぎてヒステリシス損の改善が望めな
い。
【００２８】
　例えば、前記板厚ｔが0.22mmの場合、ヒステリシス損が照射前に比較して低くなる条件
は、次式（２）
　　　－30×ｓ＋230≦ｗ≦－30×ｓ＋330　　・・・（２）
で規定できる。ｗ＜－30×ｓ＋230の場合は、照射によって元々鋼板に存在していた還流
磁区が低減せず、ヒステリシス損の改善効果が不十分であり、一方－30×ｓ＋330＜ｗの
場合は、照射によって増加する還流磁区が多すぎてヒステリシス損の改善が望めない。
【００２９】
　また、ヒステリシス損が低減するｗの範囲は、板厚ｔが大きくなるほど狭くなることが
明らかとなった。これは、板厚ｔが小さい場合には、磁壁エネルギが低いためにレーザや
電子ビームを照射すると容易に磁区細分化が生じ、静磁エネルギが減少することに起因す
ると推定され、もともと静磁エネルギを低減するために生成していたランセット磁区は存
在する必要がなくなり、消失すると考えられる。そのため、できるだけ大きなヒステリシ
ス損低減効果を得る観点からは、板厚ｔが0.27mm以下であることが好ましい。
【００３０】
　また、発明者らは、ｓが大きいほど、ヒステリシス損が過度に高くなる傾向にあること
を見出した。詳細なメカニズムは不明であるが、元々粒内に存在する還流磁区は、ｓが小
さい段階でほぼ消失してしまうため、ｓがさらに大きくなっても、還流磁区を減らす効果
は非常に乏しくなる一方で、熱影響領域が拡大することによって、ヒステリシス損が増大
するためであると推定される。一方、ｓが小さすぎるとヒステリシスの改善効果が不十分
となる。
　従って、１結晶粒内に平均的に存在する領域Ｘの本数ｓは、0.3～10個程度とすること
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が望ましい。
　また、還流磁区領域Ｘの幅ｗは、30～320μm程度とすることが好ましい。
【００３１】
　さらに、発明者らは、鋼板表面にレーザまたは電子ビームを照射するに際し、鋼板の平
均結晶粒径に応じて、圧延方向の周期的な照射間隔Ｌ、照射エネルギＥおよびビーム径ａ
の少なくともいずれかを調整して、上記領域Ｘを形成することにより、上記のようなヒス
テリシス損および保磁力の低い方向性電磁鋼板を製造することができることを見出した。
【００３２】
　例えば、鋼板の圧延方向の平均結晶粒径Ｄを、ｉ番目の結晶粒の圧延方向最大長さをｄ

iとして、Ｄ＝Σ（ｉ＝１，Ｎ）Ｓi×ｄiと定義すれば、十分な数の結晶粒があれば、
　　ｓ＝［Ｄ／Ｌ］ｏｒ［Ｄ／Ｌ＋１］、ただし、［　］はその中の値を超えない最大の
整数
と表すことができる。
【００３３】
　従って、このｓが、上掲式(1)を満たすように、領域Ｘの幅ｗおよび照射間隔Ｌを調整
してやれば良い。領域Ｘの幅ｗは、照射エネルギＥやビーム径ａとの相関が高く、Ｅが高
くなるほどｗが大きくなり、また同一エネルギ照射の場合ａが小さくなるほどｗが大きく
なるため、予めテスト照射を行ってｗとＥ、ａとの関係を実験的に導出しておけば、Ｅ，
ａの調整によって、ｗを制御することが可能である。
【００３４】
　また、ヒステリシス損は、測定ばらつきが0.002W/kg程度あるため、照射によってヒス
テリシス損が下がると認める変化量を（照射前のヒステリシス損－照射後のヒステリシス
損）≧0.003W/kgとした。
　領域Ｘの導入には、ボールペンやナイフなどによる罫書きや、熱・光・粒子線照射など
が考えられるが、ボールペンやナイフなどで罫書いた場合、歪みの導入が多くなり、ヒス
テリシス損が増大しやすいことから、レーザ照射、電子ビーム照射、プラズマ炎照射など
といった熱・光・粒子線照射が望ましい。
【実施例】
【００３５】
（実施例１）
　本実験に用いた材料は、板厚が実測値で0.22mm、圧延方向の磁束密度Ｂ8が1.85～1.95
Ｔで、地鉄の表面に、Mg2SiO4を主成分とするガラス状被膜およびその上に無機物の処理
液を焼き付けた被膜（リン酸塩系コーティング）の２層の被膜を有する方向性電磁鋼板で
ある。
【００３６】
　還流磁区領域Ｘを導入する手法としては、電子ビーム照射、レーザ照射を用いた。各照
射に際しては、電子ビーム照射部、レーザ照射部が、鋼板の圧延直角方向に鋼板を横切る
ように、全板幅にわたって直線状に走査した。
　電子ビーム照射の場合には、走査線に沿って、照射時間が、長時間（ｓ1）と短時間（
ｓ2）を繰り返すようにして行い、この繰り返しの距離周期（ドットピッチ）は0.05～0.6
mmとした。また、通常、ｓ2はｓ1に対して十分に短く無視できるため、ｓ1の逆数を照射
周波数として良く、10～250kHzとした。さらに、走査速度は４～80m/s、圧延方向の繰返
し間隔は３～50mmとした。なお、電子ビームの照射に際しては、収束コイル中心から被照
射材までの最短距離を700mm、加工室内の圧力を２Pa以下とした。
　一方、レーザ照射の場合は、連続照射（ドットピッチ：０）または断続的にパルス照射
（パルス間隔：0.3mm）とし、走査速度は10m/s、圧延方向の繰返し間隔は３～50mmとした
。レーザは、連続照射の場合はファイバーレーザを、パルス照射の場合はＹＡＧレーザを
それぞれ用い、いずれも波長：1064nmとした。
【００３７】
　上記の方法により還流磁区領域Ｘを導入した後、マグネットビュアー（シグマハイケミ
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カル社製MV-95）を用いたビッター法により、領域Ｘの幅を表裏面から測定し、ｗを求め
た。ついで、鉄損を測定した。その後、35％の塩酸水：５Ｌを20Ｌの水で希釈した水溶液
に47％フッ化水素水：500mLを混合した水溶液と、67.5％硫酸水：500mLを10Ｌの水で希釈
した水溶液によって、被膜を剥離した。
　被膜を剥離した試料の各結晶粒内にある領域Ｘの数を、マグネットビュアーを用いて観
察し、ｓを測定した。
【００３８】
　表１に、還流磁区領域Ｘの幅ｗおよび還流磁区領域Ｘの数ｓを示す。
　また、表１には、照射前のヒステリシス損Ｗh17/50、照射後のヒステリシス損の改善量
ΔＷh17/50（照射前の値－照射後の値）および渦電流損の改善量ΔＷe17/50（照射前の値
－照射後の値）について調べた結果も併せて示す。
　さらに、表１には、照射前の保磁力Ｈcおよび照射後の保磁力改善量ΔＨc（照射前の値
－照射後の値）についての調査結果も併記する。
　なお、表１には、被膜による付与張力を記号Ａ、Ｂ、Ｃで示したが、Ａは10MPa超～15M
Pa以下、Ｂは５MPa超～10MPa以下、Ｃは５MPa以下の場合である。
【００３９】



(8) JP 5761375 B2 2015.8.12

10

20

30

40

50

【表１】

【００４０】
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　表１に示したとおり、いずれの場合も、渦電流損は低減し、磁区が細分化していること
が判明したが、ヒステリシス損は、前掲(1)式を満足する場合に限り改善されていること
が分かる。また、保磁力Ｈcも低減し、少ない外部磁場で励磁できることが分かる。
　さらに、ヒステリシス損改善量ΔＷh17/50および保磁力改善量ΔＨcは、被膜張力が低
いほど大きくなる傾向にあることが判明した。この理由は、電子ビームまたはレーザ照射
前のランセット磁区は、被膜張力が高いほど低減しているために、被膜張力が高い場合に
は照射による改善代が少なくなったものと考えられる。
【００４１】
（実施例２）
　板厚実測値で、それぞれ0.18mm、0.19mm、0.24mmである方向性電磁鋼板を用いたこと以
外は、実施例１と同様の条件によって電子ビーム照射を行った。
　その結果を表２に示す。
【００４２】
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【表２】

【００４３】
　表２に示したとおり、板厚が0.22mm以外の場合においても同様に、（２）式を満足する
ことで、ヒステリシス損および保磁力が改善し、それぞれ低い値となることがわかる。
【００４４】
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（実施例３）
　さらに、磁区細分化を施した幅100mmの鋼板を用いて、三相三脚の積み鉄心型の変圧器
を模擬した、外径500mm角のモデルトランスを作製し、騒音評価を実施した。
　このモデルトランスは、積み厚：約15mm、鉄心重量：約20kgとなるように斜角切断した
鋼板を積層して作製した。三相は120°位相をずらして励磁を行い、1.7T、50Hz励磁の場
合における騒音測定を行った。騒音は鉄心表面より20cm離れた位置（２ヶ所）にてマイク
測定し、Ａスケール補正（JIS C 1509）を行ったdBA単位で表した。
　表３に測定結果を示す。
【００４５】
【表３】

【００４６】
　比較例として示したNo.13の鋼板を用いた場合には、磁区細分化処理後に騒音が増大し
た。これは、鋼板に過度の還流磁区が形成されて、磁気歪みが大きくなったためと推定さ
れる。
　一方、発明例して示したNo.22およびNo.27の鋼板を用いた場合には、磁区細分化処理後
に騒音が低下することがわかる。照射により導入する還流磁区Ｘは、ランセット磁区と同
様に磁気歪みを増大させる要因となるが、照射による還流磁区の導入量以上にランセット
磁区の減少量が多いために、両者の総和としては磁気歪み低減に有利な状態となったもの
と考えられる。



(12) JP 5761375 B2 2015.8.12

【図１】 【図２】



(13) JP 5761375 B2 2015.8.12

10

フロントページの続き

(56)参考文献  特開平１１－２７９６４５（ＪＰ，Ａ）　　　
              特許第４５１０７５７（ＪＰ，Ｂ２）　　
              特開平０３－０７２０２７（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開平０３－０７２０２６（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００２－０１２９１８（ＪＰ，Ａ）　　　
              国際公開第２００４／０８３４６５（ＷＯ，Ａ１）　　
              特開昭６３－２６２４２１（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開昭５８－１４４４２４（ＪＰ，Ａ）　　　

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              Ｃ２１Ｄ　　８／１２，　９／４６


	biblio-graphic-data
	claims
	description
	drawings
	overflow

